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（総則）

第１条　令和４年度白子町ガス事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）　期末ガス供給戸数 戸

（２）　年間ガス販売量 ｍ3

（３）　一日平均ガス販売量 ｍ3

（収益的収入及び支出）

第３条

第１款 ガ ス 事 業 収 益 千円

第１項 製 品 売 上 千円

第２項 営 業 雑 収 益 千円

第３項 営 業 外 収 益 千円

第４項 特 別 利 益 千円

第１款 ガ ス 事 業 費 用 千円

第１項 売 上 原 価 千円

第２項 供 給 販 売 費 千円

第３項 一 般 管 理 費 千円

第４項 営 業 雑 費 用 千円

第５項 営 業 外 費 用 千円

第６項 特 別 損 失 千円

第７項 予 備 費 千円

令和４年度白子町ガス事業特別会計歳入歳出予算

３

１，０００

２，９００

２，８００，０００

３３，６３６

７，９１９

７，６７１

２７４，８６２

２５９，５２０

　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

（ 収 入 ）

８，３００

７，０３９

３

１４４，４１４

（ 支 出 ）

３，１１２

３０３，２４６

１１３，１６１
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（資本的収入及び支出）

第４条

第１款 資 本 的 収 入 千円

第１項 企 業 債 千円

第２項 工 事 負 担 金 千円

第１款 資 本 的 支 出 千円

第１項 建 設 改 良 費 千円

第２項 企 業 債 償 還 金 千円

（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり定める。

（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、１０，０００千円と定める。

２０，００１

２０，０００

（ 支 出 ）

起債の目的 限度額 起債の方法

９４，４２４

１

１５，７５３

利率

　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおり定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額９０，１７６千円は、過年
度分損益勘定留保資金２７，４６０千円、当年度分損益勘定留保資金４７，３８９千円、建設改良積立金８，４３４千円、当年度分
消費税及び地方消費税資本的収支調整額６，８９３千円で補てんする。）

（ 収 入 ）

償還の方法

１１０，１７７

普通貸付
又は

証書借入

政府資金については、その融資
条件により、銀行その他の資金に
ついては、債権者との協定によ
る。
ただし、町財政の都合により繰

上償還、償還期間の短縮並びに低
利債への借換えをすることができ
る。

（ただし、利率見直し方式で借
り入れる政府資金及び地方公共
団体金融機構資金について、利
率見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率）

　４．０％以内

経年管対策事業 ２０，０００千円



（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第８条

（１）　職員給与費 千円

（他会計からの補助金等）

第９条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は，次のとおりとである。

（１）　児童手当負担金 千円

（たな卸資産購入限度額）

第10条 　たな卸資産の購入限度額は、２，５３０千円と定める。

５１，０３９

　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に
流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

白 子 町 長 石 井 和 芳

令和４年２月２８日提出

（２）　建設改良費、企業債償還金

　予定支出の各項目の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）　売上原価、供給販売費、一般管理費、営業雑費用、営業外費用

３００
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収入 単位：千円

1.ガス事業収益 274,862 （仮受消費税等　24,349）

　1.製品売上 259,520 （仮受消費税等　23,593）

1.ガス売上 259,520  2,800,000㎥×84.26円(平均認可単価)×消費税率

　2.営業雑収益 8,300 （仮受消費税等　755）

1.受注工事収益 7,975  新設工事 10件　増設工事 50件　内管入替工事 45件等

2.その他営業雑収益 325  内管修理 40件　警報器等販売ほか

　3.営業外収益 7,039 （仮受消費税等　1）

1.受取利息 28  預金利息

2.他会計補助金 300  一般会計補助金（児童手当）

3.長期前受金戻入 6,710

4.雑収入 1

　4.特別利益 3

1.固定資産売却益 1

2.過年度損益修正益 1

3.その他特別利益 1

収益的収入及び支出

令和４年度白子町ガス事業特別会計予算実施計画

款 項 目 予 算 額 説　　　　　　　明



支出 単位：千円

款 項 目 予 算 額 説　　　　　　　明

1.ガス事業費用 303,246 （仮払消費税等　14,864）

1.売上原価 113,161 （仮払消費税等　10,287）

1.ガス売上原価 113,161  当期製品仕入高（販売量）2,800,000㎥

 勘定外　50,000㎥　自家使用高　6,000㎥

2.供給販売費 144,415 （仮払消費税等　2,710）

1.給料 15,947  6級 1人　5級 2人　3級 1人

2.手当 5,848  扶養手当 576　管理職手当 300　管理職特別勤務手当 35　通勤手当 1761　

 児童手当 300　期末勤勉手当 3,684　時間外手当 537　特殊勤務手当 240

3.賞与引当金繰入額 1,869

4.法定福利費 4,823  職員共済組合負担金等

5.厚生福利費 11  作業服等

6.退職給与金 2,612  総合事務組合負担金

7.修繕費 3,858  本支管破損個所修理 880　ガスクロ定期点検 1,012　

 ガバナ分解点検 1,493　その他供給設備修理 473

8.修繕引当金繰入額 4,000  ガスメーター有効期限切引当金

9.特別修繕引当金繰入額 10,000  ガスホルダー修繕引当金

10.電力料 66  従量電灯B（30A）

11.使用ガス費 4  熱量測定用

12.消耗品費 4,147  マイコンメーター(6号) 165　印刷製本費 821　付臭剤 532

 ガソリン代 201　その他保安用消耗品 2,428

13.旅費 18
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支出 単位：千円

款 項 目 予 算 額 説　　　　　　　明

14.通信費 463  納付書等郵送料金

15.委託作業費 20,476  定期保安検査 2,081　本支管漏えい調査 2,800　導管図更新作業 1,540

 検針業務 4,019　その他保安業務委託料等 10,036

16.手数料 648  口座振替手数料等

17.保険料 50  ガス事業者賠償責任保険料 50　

18.賃借料 52  供給設備敷地賃借料

19.たな卸減耗費 1

20.負担金 15  会議時等負担金

21.雑費 79  会費・教育費等

22.減価償却費 87,423  構築物 10　機械装置 266　導管 83,653　ガスホルダー 115

 ガスメーター 149　工具器具備品 3,230

23.固定資産除却費 1,220  用途廃止供給設備

24.貸倒引当金繰入額 16  回収不能ガス料金等見込額

25.労務費控除項目 △ 19,231  受注工事原価振替 △650　導管振替 △18,581

3.一般管理費 33,636 （仮払消費税等　1,205）

1.報酬 197  運営委員 6名

2.給料 9,858  7級 1人　5級 1人

3.手当 3,466  管理職手当 576　管理職特別勤務手当 42　

 通勤手当 87　期末勤勉手当 2,602　時間外手当 159　

4.賞与引当金繰入額 1,336

5.法定福利費 3,018  職員共済組合負担金等



支出 単位：千円

款 項 目 予 算 額 説　　　　　　　明

6.厚生福利費 55  寝具等クリーニング 33　常備薬・宿直用寝具等購入代 22

7.退職給与金 2,065  総合事務組合負担金

8.修繕費 509  事務機器等修繕費 30　設備機器等修繕費 220　公用車車検 259

9.電力料 594  低圧電力（2Kw）154　従量電灯B（40A）440

10.使用ガス費 238  事務所用

11.水道料 44

12.消耗品費 441  事務用品 99　印刷製本費 82　図書購入費 15　その他消耗品 245

13.旅費 107

14.通信費 834  電話・光回線等通信料金

15.委託作業費 2,994  システム保守費用 924　事務所等管理費用 695　システム更新費用 1,375

16.手数料 4,256  ＡＳＰシステム利用料 4,224　法定検査手数料 10　その他 22　

17.保険料 211  建物保険料 34　自動車保険料 71　自賠責 106

18.賃借料 2,107  会計システム借上料 1,549　事務機器等借上料 558

19.租税課金 70  自動車重量税等

20.負担金 847  日本ガス協会及び各種協議会等負担金

21.雑費 214  教育費 30　交際費 100　その他雑費 84

22.減価償却費 175  建物 170　構築物 5　

4.営業雑費用 7,919 （仮払消費税等　662）

1.受注工事原価 7,656  新設工事 10件　増設工事 50件　内管入替等工事 45件　

 消耗品費 33　通信費 33　労務費振替 650

2.その他営業雑費用 263  内管修理 40件　器具販売原価等
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支出 単位：千円

款 項 目 予 算 額 説　　　　　　　明

5.営業外費用 3,112 （仮払消費税等　0）

1.企業債利息 893  平成20年度～令和3年度借入分

2.消費税及び地方消費税 2,019

3.雑支出 200  補償費

6.特別損失 3

1.固定資産売却損 1

2.過年度損益修正損 1

3.その他特別損失 1

7.予備費 1,000

1.予備費 1,000



収入 単位：千円

1.資本的収入 20,001

　1.企業債 20,000

1.企業債 20,000

　2.負担金 1

1.工事負担金 1

支出 単位：千円

1.資本的支出 110,177

　1.建設改良費 94,424

1.導管 92,950

【供給管】　新設 2,200　入替 6,600

 労務費振替 18,581　設計積算システム賃借 229

2.ガスメーター 1,342  (30号、50号、100号)各1台　120号 2台

3.工具器具及び備品 132  発電機 1台 

　2.企業債償還金 15,753

1.企業債償還金 15,753

資本的収入及び支出

款 項 目 予 算 額 説　　　　　　　明

（仮受消費税等　1）

款 項 目 予 算 額 説　　　　　　　明

（仮払消費税等　6,894）

（仮受消費税等　1）

（仮払消費税等　6,894）

【本支管】　入替 65,340　　　
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１．総　　　括

特別職
（人）

一般職
（人）

報酬
(千円)

給料
(千円)

手当
(千円)

計
(千円)

6 6 197 25,805 12,519 38,521 7,841 4,677 51,039

6 6 197 25,432 14,583 40,212 7,898 5,644 53,754

0 0 0 373 △ 2,064 △ 1,691 △ 57 △ 967 △ 2,715

扶 養 管 理 職 通 勤 住 居 児 童 期 末 勤 勉 特 殊 勤 務 時 間 外

区 分 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 勤務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 576 876 77 263 0 300 9,491 240 696

前 年 度 894 876 77 249 0 540 11,158 0 789

比 較 △ 318 0 0 14 0 △ 240 △ 1,667 240 △ 93

会計年度任用職員以外の職員

特別職
（人）

一般職
（人）

報酬
(千円)

給料
(千円)

手当
(千円)

計
(千円)

6 6 197 25,805 12,519 38,521 7,841 4,677 51,039

6 6 197 25,432 14,583 40,212 7,898 5,644 53,754

0 0 0 373 △ 2,064 △ 1,691 △ 57 △ 967 △ 2,715

扶 養 管 理 職 通 勤 住 居 児 童 期 末 勤 勉 特 殊 勤 務 時 間 外

区 分 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 勤務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 576 876 77 263 0 300 9,491 240 696

前 年 度 894 876 77 249 0 540 11,158 0 789

比 較 △ 318 0 0 14 0 △ 240 △ 1,667 240 △ 93

（１）

※期末勤勉手当には、賞与引当金繰入額 3,205千円を含む。

給　　与　　費　　明　　細　　書

手

当

の

内

訳

職 員 数 給 与 費

区 分
法定福利費

(千円)
退職給与金

(千円)
計

(千円)

管 理 職
特別勤務
手　　当

本 年 度

前 年 度

比 較

計
(千円)

本 年 度

前 年 度

比 較

手

当

の

内

訳

管 理 職
特別勤務
手　　当

区 分

職 員 数 給 与 費
法定福利費

(千円)
退職給与金

(千円)



会計年度任用職員

特別職
（人）

一般職
（人）

報酬
(千円)

給料
(千円)

手当
(千円)

計
(千円)

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

扶 養 管 理 職 通 勤 住 居 児 童 期 末 勤 勉 特 殊 勤 務 時 間 外

区 分 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 勤務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 0 0 0 0 0 0 0 0 0

前 年 度 0 0 0 0 0 0 0 0 0

比 較 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２．給料及び手当の増減額の明細

373 203 203

170 170 本年度
前年度

△ 2064 12 12 増　減

△ 341 △ 341

△ 1,735 △ 318
14

△ 240
△ 1326

240
△ 105

（２）

期末勤勉手当

児童手当

昇給昇格に伴う増減分

時間外勤務手当

特殊勤務手当
時間外勤務手当

給与改定に伴う増減分

異動等に伴う増減分

説 明 備 考

6人
0人

通勤手当
その他の増減分 扶養手当

期末勤勉手当

（単位：千円）

給 料

手 当

区 分 増減額 増 減 事 由 別 内 訳
昇給昇格に伴う増減分

昇給昇格に伴う増減分

 職員の状況
その他の増減分 6人

計
(千円)

区 分

職 員 数 給 与 費
法定福利費

(千円)
退職給与金

(千円)

本 年 度

前 年 度

比 較

手

当

の

内

訳

管 理 職
特別勤務
手　　当

- 11 -



- 12 -

３．給料及び手当の状況

（１）職員1人当りの給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

（２）初任給

（３）級別職員数

計

（人） 6

（％） 100.0

（人） 6

（％） 100.0

（等級の基準となる職務）

（４）昇給

号 級 数 別 内 訳 比　率
（Ｂ）/（Ａ）

100.0

100.0

（単位：人、％）

5

6

6

本 年 度

前 年 度

区 分
職員数
（Ａ）

6

6

昇給に係る職員数
（Ｂ） 1号給 4号給

1

1

5

主査
課長・
主幹

主任主事・
主任技師

課長補佐
・副主幹

係長・
主査補

6級 7級区 分

事 務 ・ 技 術 職
主事補・
技師補

主事・
技師

1級 2級 3級 4級 5級

事 務 ・ 技 術 職

358,400

398,375

50.5

353,200

154,900

182,200

（単位：円）

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

388,656

46.3

区 分

令 和 4 年 4 月 1 日 現 在

令 和 3 年 4 月 1 日 現 在

一般会計の制度

一般行政職
区 分

高 校 卒

大 学 卒

事務・技術職

154,900

182,200

1

33.3 33.3 16.7 16.7

2 2 1

1

16.6 50.0 16.7 16.7

1 3 1

4級 5級 6級 7級2級 3級

令 和 3 年 4 月 1 日 現 在

令 和 4 年 4 月 1 日 現 在

区 分 事務・技術職 1級

職員数

構成比

職員数

構成比



（５）期末・勤勉手当

2.150 2.150 4.30

2.225 2.225 4.45

2.150 2.150 4.30

（６）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度額

（月分） （月分） （月分） （月分）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

24.586875 33.27075 47.709 47.709

（７）地域手当

全域

支 給 率 (％) －

支 給 対 象 職 員 数 (人) 6

一 般 会 計 の 制 度 (％) －

（８）その他の手当

支給対象地域

区分

扶養手当

住居手当

通勤手当

備 考そ の 他 の 加 算 措 置 等

定年前早期退職特例措置
(2～20%加算）

定年前早期退職特例措置
(2～20%加算）

区 分

本 年 度

前 年 度

一 般 会 計 の 制 度

区 分

支 給 率

一 般 会 計 の 制 度

有

支 給 率 計
（月分）

支 給 期 別 支 給 率

6月（月分） 12月（月分）

有

有

職制上の段階・職務の
等級による加算措置

備 考

同 じ

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

同 じ

同 じ
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（単位：円）

1  固定資産

　(1)  有形固定資産

　　イ  供給設備 2,580,678,138    

　　　　減価償却累計額 △1,648,875,590  931,802,548   

　　ロ  業務設備 80,673,465       

　　　　減価償却累計額 △76,809,697     3,863,768     

　　　　有形固定資産合計 935,666,316   

　(2)  無形固定資産

　　イ  電話加入権 235,000       

　　　　無形固定資産合計 235,000       

　(3)  投資その他の資産

　　イ  その他投資 62,740        

　　　　投資その他の資産合計 62,740        

　　　　固定資産合計 935,964,056   

2  流動資産

　(1)  現金･預金 111,085,359   

　(2)  売掛金 29,462,277    

　(3)  未収金 542,839       

　(4)  貸倒引当金 △16,365      

　(5)  製品 94,372        

　(6)  貯蔵品 23,908,090    

　　　　流動資産合計 165,076,572   

    資　産　合　計 1,101,040,628 

令和４年度白子町ガス事業予定貸借対照表
（令和 5年 3月31日）

資　産　の　部



3  固定負債
　(1)  企業債 216,847,828   
　(2)  引当金 38,000,000    
　　　　固定負債合計 254,847,828   
4  流動負債
　(1)  企業債 18,837,000    
　(2)  買掛金 12,204,000    
　(3)  未払金 27,827,000    
　(4)  前受金 14,701,248    
　(5)  引当金 7,388,180     
　　　　流動負債合計 80,957,428    
5  繰延収益
　(1)  長期前受金 258,486,858   
　(2)  収益化累計額 △219,184,686 
　　　　繰延収益合計 39,302,172    
    負　債　合　計 375,107,428   

6  資本金
　(1)  資本金
　　イ  繰入資本金 130,792,000   
　　ロ  組入資本金 514,666,364   
　　　　資本金合計 645,458,364   
　　　　資本金合計 645,458,364   
7  剰余金
　(1)  利益剰余金
　　イ  減債積立金 13,250,000    
　　ロ  利益積立金 0
　　ハ  建設改良積立金 38,411,352    
　　ニ  当年度未処分利益剰余金
　　　　　前年度剰余金 29,614,000       
　　      当年度未処理欠損金 34,726,000       
　　      その他未処分利益剰余金変動額 33,925,484       28,813,484    
　　　　利益剰余金合計 80,474,836    
　　　　剰余金合計 80,474,836    
    資　本　合　計 725,933,200   
    負　債　資　本　合　計 1,101,040,628 

負　債　の　部

資　本　の　部
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注　記

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．固定資産の減価償却の方法
（１） 有形固定資産

償却の方法 定額法による。
主な耐用年数

建物 10～20 年
構築物 10～20 年
機械及び装置 10～15 年
導管 13 年
ガスホルダー 20 年
ガスメーター 7～10 年
車両及び運搬具 4～5 年
工具器具及び備品 3～15 年

２．引当金の計上方法
（１） 賞与引当金

（２） 修繕引当金

（３） 特別修繕引当金

（４） 貸倒引当金

３．消費税等の会計処理方法
（１） 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式としています。

　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（令和4年12月から令和5
年3月までの4カ月分）を賞与引当金繰入額として計上しています。

　ガスメーターの定期交換時の支出に備えるため、次回交換見積額を交換までの期間に配分して計上しています。

　ガスホルダーの定期修繕時の支出に備えるため、次回修繕見積額を修繕までの期間に配分して計上しています。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、税法基準により回収不能見込額を計上しています。



（単位：円）

業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益（△は損失） △ 34,726,000
　減価償却費 87,598,000
　長期前受金戻入額 △ 6,710,000
　受取利息及び受取配当金 △ 28,000
　支払利息 893,000
　資産減耗費 1,221,000
　売掛金の増減額（△は増加） △ 1,875,469
　未収金の増減額（△は増加） 1,421,259
　未払金の増減額（△は減少） △ 26,193,831
　棚卸資産の増減額（△は増加） 264,000
　引当金の増減額（△は減少） 9,865,000
　小計 31,728,959

　利息及び配当金の受取額 28,000
　利息の支払額 △ 893,000
　業務活動によるキャッシュ・フロー 30,863,959

投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 87,530,000
　工事負担金による収入 0
　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 87,530,000

財務活動によるキャッシュ・フロー

　建設改良等の企業債による収入 20,000,000
　建設改良等の企業債償還による支出 △ 15,753,000
　財務活動によるキャッシュ・フロー 4,247,000

資金増加額（又は減少額） △ 52,419,041
資金期首残高 163,504,400
資金期末残高 111,085,359

令和４年度白子町ガス事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）
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（単位：円）

１．営業収益

(1)  製品売上

　　イ　 ガス売上 235,927,000         

(2)  営業雑収益

　　イ　受注工事収益 7,400,000            

　　ロ　その他営業雑収益 295,000              7,695,000            243,622,000         

２．営業費用

(1)  売上原価 102,872,000         

(2)   供給販売費 137,282,000         

(3)   一般管理費 31,469,000          

(4)   営業雑費用

　　イ　受注工事原価 7,313,000            

　　ロ　その他営業雑費用 320,000              7,633,000            279,256,000         

　　　営業利益（△損失） △35,634,000       

令和３年度白子町ガス事業予定損益計算書

（令和 ３年 ４月 １日から令和 ４年 ３月３１日まで）



３．営業外収益

　(1) 受取利息 28,000                

　(2) 長期前受金戻入 9,006,000            

　(3) 雑収入 300,000              9,334,000            

４．営業外費用

　(1) 企業債利息 860,000              
　(2) 雑支出 300,000              1,160,000            

　　　営業外利益（△損失） 8,174,000            

　　　経常利益（△損失） △27,460,000       

５．特別利益

　(1) 固定資産売却益 1,000                  

　(2) 過年度損益修正益 1,000                  

　(3) その他特別利益 1,000                  3,000                  

６．特別損失

　(1) 固定資産売却損 1,000                  

　(2) 臨時損失 1,000                  

　(3) 過年度損益修正損 1,000                  3,000                                           

　　　当年度純利益（△損失） △27,460,000       

　　　その他未処分利益剰余金変動額　 57,074,000          
　　　当年度未処分利益剰余金 29,614,000          
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（単位：円）

１  固定資産

　(1)  有形固定資産

　　イ  供給設備 2,515,766,541           

　　　　減価償却累計額 △1,584,632,590       931,133,951             

　　ロ  業務設備 80,673,465               

　　　　減価償却累計額 △76,634,697           4,038,768                

　　ハ  建設仮勘定 1,781,597                

　　　　有形固定資産合計 936,954,316             

　(2)  無形固定資産

　　イ  電話加入権 235,000                   

　　　　無形固定資産合計 235,000                   

　(3)  投資その他の資産

　　イ  その他投資 62,740                    

　　ロ　投資その他の資産合計 62,740                    

　　　　固定資産合計 937,252,056             

２  流動資産

　(1)  現金･預金 163,504,400             

　(2)  売掛金 27,586,808               

　(3)  未収金 1,964,098                

　(4)  貸倒引当金 △16,365                 

　(5)  製品 94,372                    

　(6)  貯蔵品 24,172,090               

　　　　流動資産合計 217,305,403             

    資　産　合　計 1,154,557,459           

令和３年度白子町ガス事業予定貸借対照表

（令和 ４年 ３月３１日）

資　産　の　部



３  固定負債

　(1)  企業債 215,684,751             

　(2)  引当金 28,000,000               

　　　　固定負債合計 243,684,751             

４  流動負債

　(1)  企業債 15,753,077               

　(2)  買掛金 10,806,000               

　(3)  未払金 55,418,831               

　(4)  前受金 14,701,248               

　(5)  引当金 7,523,180                

　　　　流動負債合計 104,202,336             

５  繰延収益

　(1)  長期前受金 258,485,858             

　(2)  収益化累計額 △212,474,686          

　　　　繰延収益合計 46,011,172               
    負　債　合　計 393,898,259             

６  資本金

　(1)  資本金

　　イ  繰入資本金 130,792,000             

　　ロ  組入資本金 514,666,364             

　　　　資本金合計 645,458,364             645,458,364             

７  剰余金

　(1)  利益剰余金

　　イ  減債積立金 13,250,000               

　　ロ  利益積立金 25,491,484               

　　ハ  建設改良積立金 46,845,352               

　　ニ  当年度未処分利益剰余金

　　　　　 当年度未処理欠損金 △27,460,000           

　　        その他未処分利益剰余金変動額 57,074,000               29,614,000               

　　　　利益剰余金合計 115,200,836             

　　　　剰余金合計 115,200,836             
    資　本　合　計 760,659,200             

    負　債　資　本　合　計 1,154,557,459           

負　債　の　部

資　本　の　部
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注　記

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産
償却の方法 定額法による。
主な耐用年数

建物 10～20 年
構築物 10～20 年
機械及び装置 10～15 年
車両及び運搬具 4～5 年
工具器具及び備品 3～15 年

２．引当金の計上方法
（１） 賞与引当金

（２） 修繕引当金

（３） 特別修繕引当金

（４） 貸倒引当金

３．消費税等の会計処理方法
（１） 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式としています。

　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（令和3年12月から令和4年3月ま
での4カ月分）を賞与引当金繰入額として計上しています。

　ガスメーターの定期交換時の支出に備えるため、次回交換見積額を交換までの期間に配分して計上しています。

　ガスホルダーの定期修繕時の支出に備えるため、次回修繕見積額を修繕までの期間に配分して計上しています。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、税法基準により回収不能見込額を計上しています。


